
産学官の研究者が利用でき
る優れた施設・設備の選択肢
の増加

研究開発プラットフォームの中
核的機関の整備

研究開発プラットフォーム構築に向けたシナリオマップ（事務局による整理）

大学、独法等における研
究基盤への投資が弱体化

各府省、各局課、各分野
の部分最適の施策

研究基盤を支える人材の
キャリアパスが不明確

研究基盤に関わるデータ
や調査研究がほとんど存
在しない（国が把握できて
いない）

科学技術イノベーションを
支える重要な研究施設・
設備の安定的運用がなさ
れていない（空き時間の存
在）

科学技術イノベーションを支
える重要な研究施設・設備
を所有者が占有している場
合がある競争的資金で買った機器等が共

用できないルール

国家的に重要なプロジェク
トと先端基盤が連携してい
ない

重要な研究施設・設備が
老朽化している（先端性が
維持できていない）

研究基盤施策（共用、高度化、新
規整備等）に関して、科学技術イノ
ベーション振興の観点からの優先
順位が不明確

最先端研究施設において共用、高度化等
の取組を安定的に実施するための制度的
手当て（共用法）、確実な運用費の措置

産学官に広く共用するため
のシステム、運用費を自ら
獲得するためのシステムが
不十分

技術領域の近い施設・設備間の共用
ネットワーク構築

先端研究基盤部会、研究開発プラットフォーム委員会を
軸に、我が国の研究基盤全体を俯瞰した上で、関係課、
関係省庁が密接に連携し、戦略的かつ効果的な取組を
実施（政策の立案・推進）

産学官の研究者が優れた
先端施設・設備を満足に使
えることを可能にする（研究
開発の開始から成果創出、
製品化に至るまでのスピード
を最大限加速する）

研究基盤を支える人材
（研究者、技術者等）が不
足している

常に最先端の基盤を保持し
続け、国内外から優れた研
究者を結集する

革新的な研究成果の創出、
科学技術イノベーションによ
る重要課題の達成に貢献す
る

研究基盤を支える人材の確
保

研究開発投資の最適化

研究基盤への研究開発投
資に対する国民・社会から
の信頼感の醸成、新たな
先端基盤の提案と実現

研究開発成果の国民・社
会への提供、成果の「見え
る化」

最先端の研究施設が複数
完成し、我が国の研究基盤
は世界的に見て卓越した状
況

背 景

科学技術イノベーションによ
る重要課題の達成には、先
端研究施設・設備を産学官
の研究者が広く利用すること
が不可欠

優れた研究施設・設備に、
優れた研究者・学生を結集
し、国際的頭脳循環をリード
することが不可欠

研究開発投資の効率化・最
適化、研究開発成果の最
大化が必要

研究基盤、基盤技術という
我が国の強みを保持・強化
していくことが必要

目標

課 題

大学、独法等の運営費交
付金等の減少

機関内で産業界との取組が評価
されない（特に大学）

外部共用取組を実施するイン
センティブが少ない

学生・ポスドクの頃から先
端施設に接する機会が
少ない

共用法対象４施設以外の先端研究施設・
設備について、産学官の優れた研究者へ
共用、高度化取組の支援

○先端研究施設共用促進事業 等

○SPring-8、SACLA、J-PARC、京の整備・共用

○HPCI ○ナノテクノロジープラットフォーム
○ナショナルバイオリソースプロジェクト 等

○創薬等ライフサイエンス研究支援
基盤事業 等

施設・設備毎の利用シス
テムがバラバラ

我が国において、設備、機器
がどこにどれだけあるのか、把
握できていない

重複した設備・機器の
購入

効率的とは言えな
い予算投資

技術領域の異なる施設・設
備を複数使いたい研究者に
とっては利用の手続きが煩
雑

システム改革が求
められる事項

大学共同利用機関の活動支援、共
共拠点の認定・活動支援

必要な取組（主に予算）

重要課題達成に向けて必要となる施
設・設備の共用ネットワーク構築

ニーズを踏まえた基盤技術開発の実施、プ
ラットフォーム高度化への貢献

○先端計測分析技術・機器開発プログラム
○光・量子科学の基盤技術開発 等

外部研究者（特に産業界）が
施設・設備利用に参入しにくい

融合領域にお
ける研究が進
展しにくい

リ
ン
ク

研究基盤に関する大学、
独法内の資源配分の優先
順位の低下

利用システムに対する基本
的考え方が不明確

「研究」と「基盤」の推進方策
の分離

施設・設備をサポートする
技術支援員の不足

優れた研究施設・設備を最
大限有効活用することが必
要

※先端研究施設共用促進事業の発展施策を検
討中。その際、以下の仕掛けの追加を想定。

・先端性を維持できる（高度化）
・若手研究者が利用しやすくなる
・産業界がより利用しやすくなる
・技術領域毎、地域毎、課題達成に必要となる施
設・設備毎のネットワークの構築促進

・施設側への一層のインセンティブ付与
・共共拠点からの発展推奨 等

※施設間の連携や各施設の高度化等を検討中

※５法人統合後の新法人の役割として検討中

※研究開発プラットフォームに貢献するための仕組みを検討中
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